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引当金会計論における多数説と少数説
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HiraiKatsuhiko
IReserveとAllowance
『引当金』 という会計用語は昭和5年 に発表された 『標準貸借対照表』(臨時産業合理局財務 管 理
委員会案一 未定稿)に おいではじめて用いられた用語だと言われている(1:。このr標 準 貸 借 対 照
「
表』はr引 当金』について次のように記述 していた。r(51引当勘定は前記積立金 と本質を異 に し,主
として 損失に課 して留保せ らるるものな り,此種の項 目に対しては 従来 準備金なる語が 用い られ し
も,純 留保 の積 立金 と同視 さるる惧 あ るを以 て,か く別 種の名称 を用 いた り。』す なわ ち,.r準備金 』
_」.
と言われ て いる ものの うちには,r引 当金』 に属 す るもの とr積 立金 』に 属 す る もの とが 混在 してい
るけれ ども,両 者は本質的にはまった く異なる性質の ものであるか ら,両 者を区別す る意味で,特 に
『損失 に課 して留保せ らる る もの』 につ いてはr引 当金』 とい う名 称 を用 いる こ とに した とい うの で
あ る。
『引当金』 とい う用語が作 り出された経緯は,黒 沢清先生によると,産 業合理局の財務 委 員 会 で
r標準貸借対照表』を審議 をしている中でその時の委員の一人であった三菱造船の永原伸雄氏がこの
用 語の採用 を提案 し,吉 田 ・太 田両委 員が これ を採用 した とのこ とで あるω。 しか し,こ の用 語 を作
り出 した者 は,む しろ,太 田哲三先生 で あったのでは ないだ ろ うか(3)。黒 沢先生 が 「昭和5年 に発表
されたr標 準貸借対照表』……までは,わ が固め会計学文献には,引 当金 という用語はぜんぜん使用
され てい なか った し,会 計実務 にお いて も,ほ とん ど未知 の言葉 で あ ったω 」 とのべ られ て いるこ と
か らみても,そ の頃までわが国においてr引 当金』 について論じた学者はまず例外的にしか存在 しな
か ったのではなかろ うか。こうした状況にあって,太 田先生は御 自身が委員 として参加 されたr標 準
貸借対 照表 』の審 議 よ りも11年も前 の大正8年 にr損 益境土 のReserveacc。untに就 て』(会計第6
巻第2号,3号 連載)と い う論文 を発表 され,そ こにおいてr引 当金』 とい う用語 こそ使用 され てい
ない ものの・r標準貸 借対照表 』と同 じ ように,[Reserve』の うち をP引 当金』 に該 当す る もの とr積
立金』 に該 当す る もの とに 区別す べ きである とされ,次 の よ うに述 べ られ てい る。 「一一営業 期間 の損
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益 を算出するのに其期間の収入 ・支出を損益勘定に集合 して其差 を求むるは普通の手続なるが,此 揚
'
合現実に支出せざるものにして,尚 他の経費損失の科 目と同 じく此の勘定の借方 に記入せられ,同 時
に其 の金額 を貸 借対照表 の項 隅として貸方 に表 はす ことあ り,一 ・此種 の勘定 は時 にReserveと呼
ばれ,共 取扱をReserve(保留或は準備)す ると称せ らる。又決算期 に於て其収益の全部 を配当又は
引出勘定 とな さず して,一一部 を会計 内 に保 留す る事 あ り。之 をも時 としてReserveなる勘定 として
呼ぶ 。故 にReserveなる勘定 中には二つ の殆ん ど相対立 せ る勘定 を含 む。即 ち,前 者は経 費の計上
に して,後 者 は純益 の処 分 な り(5)。」す なわ ち,太 田先 生は 『標 準貸 借対照 表Jと 同 じよ う に,英 米
におい て用 い られ ているrReserve』=r準備 金』 には損益計算 に関係 す るG引 当金 』に該 当 す る も
のと利益の留保 となるr積 立金』に該当す るもの とが混在 しているが,こ れ らは区別 され るべき性質
の もの である とされ ていた のである。 そ して,太 田先生 は,前 者 の ものについ てはrReserve』とい
う語 を使 用 す べ き で は な く,rAllowance』とい う語 を用 い るべ きで あ る とのLisle(Accountingin
TheoryandPractice,1912)の考 え方 を紹 介 され て い る 。Lisleのよ うな 考 え方 が 日本 で い う明 治45年
ないし 大正元年には すでに示 され ていたこ とはすばらしいことである。r引当金』の英米語 としては
rReserve』よ りもrAUowance』の方が 当る こ とは今 日では会計上一般 に認 め られ ている ことで ある。
太 田先生 はrAlbwance』に当 るものは損 益計算 に係 る もの であるゆ えに 『Reserve』=r準備 金』 と
い う語 と区別 すべ き ことを提 案 され て いた のであJ,当 然 『Allowance』の 邦訳 語 をある程 度考 え ら
れ ていた もの と推測 され よ う。
大正8年,太 田先生はすでにr準 備金』の内容を検討 され,そ こに含まれているr引 当金』 とr積
立金』 とを区別すべ きであるとされていた。また,黒 沢先生がr標 準貸借対照表』までは 『引当金』
について論 じた者がいないと述べられていることからすると,太田先生は当時r引 当金』 を理解 して
いた例外的な研究者であっだと見 られ よう(7)aその太田先生が参加 されたr標 準貸借対照表』のr引
当金』規定は太 田先生の主張 と酷似 しているものであってみれば,そ のr引 当金』規定は太田先生の
影響大であった と推測できよう。
しか し,『標 準貸 借対照表 』 までの多 くの人 々に とって,『準備金 』,『引当金』,『積立金 』の ちが い
が よくわか らなか った よ うで ある。『標 準貸借対照 表』がわ ざ わ ざ 『準備 金』,『引 当金』,『積立金 』
は互にまった ぐ性質的に異なるものであるか ら区別すべきである とことわ らなければならなか ったの
は,そ れまでの会計理論お よび会計実務が,ご く一部の例外的な者 を除いて,こ れ らのち が い を ま
った くわか つでい なか ったため であ ろ う。なぜそ の頃 までの多 くの人 々が,こ れ らのちが い を 明 瞭
にできず,特 に,r引 当金』 につい ては まった く理解 で きなか ったのか とい うと,そ れ は 英 米 語 の
rReserve』を安易 に取 り扱 って きた こ とに よるの であろ う。太 田先生が言 われ る よ うに,「英 国 では
一般 にrReserve』を単に留保 と解 し,其 の資源 を損失 に課 す るもの と,純 益処分 の もの と区別 し な
い(8)。」 また,「米国 に'於ても損失 負担 と純 益処分 とは屡 々混 同 され てい る……㈹ 」の であ って,こ の
当時 『Reserve』の 内容 は英 米 にお いて非常 に混乱 していた 。その混乱 して いたrReserve』が英米 に
おいてどのような意味に用 いられていたかを充分に吟味せずに,た だ単純にr準 備金』'を邦訳し,そ
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のま まわが国の会計 に持 ち込 んだの である。す なわ ち,英 米 におい て混 乱 してい る 『Reserve』を わ
が国の会計に持ち込み,こ れ を 『準備金』 という語に邦訳しただけで事足れ りとして,そ の内容まで
充分 に吟1し なか ったた めに,多 くの人 々はr準 備 金』,r引当金 』,r積立金』 のちが いがわか らなか
ったのであろ う。
英 米におい てrReserve』が混乱 していた当時,こ れにつ いて明瞭 にすべ きであ る との少数説 が 存
在 し な か った わ け で は な い 。r引 当 金 過 につ い て はrReserve』よ りも 『Allowance』とい う語 を 用 い
るべ き だ と したLisleの主 張(ユ912年)ば か りで な く,Dickseeの 主 張(1912年)3Kesterの 主 張
(1919年)やDickinsonの主 張(1914年)も 存 在 した(10)。しか し,多 くの人 々 は こ う した 少 数 説 を
とりあげることな く,混乱 していた多数説 をわが国の会計に持 ち込んだのである。
昭和初め頃 までの多 くの人 々は英米において混乱 していた多数説に依拠していた。そのためにr準
備金 』,r引当金』,r積立金 』の ちが いが充 分 に理 解 で きていなか った。それ ゆえ,多 くの人 々の参加
によって作成 された昭和9年 のr財 務諸表準則』のG引 当金』規定は昭和5年 のr標 準貸借対照表』
を承稚 レた と言 われなが らも,結 局,次 の よ うな ものに な って しま ったの である。
83.引当勘定は特定の損失に対する準備にして,其 の負担が当該会計年度に属 し,其の金額が見積
に依 りて定 め られた もの を示 す。
利益の留保,寄 付金の受納等に依 りて特殊の基金又は資金 を設けたるときは,引 当勘定に準 じ
て之 を処理 すべ し。
84。引当勘定は 目的 とす る損失の種類に依 り之 を左の如 く分類す。
α).特定せる資産の減価 例へば 「減価償却引当金」,「貸倒引当金」の如 し。
◎ 特定の損費 例へば 「修繕引当金」,「納税引当金」,r退職給与 引当金」の如 し。
の 特殊の危険に因る損害 例へば 「自家保険引当金」の如 し。
r財務諸表準則』の83号にr引 当勘定に準じて之を処理すべし』 とあるが,こ の文言はr引 当金函
でない ものを も 『引当金』 に準 じて処理 すべ し,と い うのである。r財務 諸表準則 』は,r引 当金』 を
損益計算にかかわるものであるとしなが らも,利益の留保 を目的 とした ものをもr引 当金』 と同 じよ
うに処理せ よ とい うので ある。また,84号に示 され た 『引当金』 の分 類 は,『引 当金 』 を評価性 引 当
金,負 債性引当金,特 定引当金 とに分類する方法に符号するものであって,利 益処分の性質のものを
『引当金』のなかに持ち込んでいる。この点,r財務諸表準則』はr引 当金』を損益計算にかか わ る
ものであると認めなが らもr準備金』・r引当金』,『積立金』のちがいについて必 らず しも充命 に理解
してい なか った と言 え よう。す なわち,す で に大正8年 に太 田先生 に よ って,そ れ らの ちが いが明確
にされ,ま た,昭 湘5年 のr標 準貸借対照表』においてもそれらのちがいが明 らかにされていたにも
か かわ らず,充 分 に 『Reserve』の中味 を吟味 しなか った多 くの人 々が参カAした 昭和9年 のr財 務 諸
表 準則dは 『準備 金』,r引当金』,r積立金 』の ちが い を明 らか にで きなか ったので ある。
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皿 分類論と統一論
r引当金 』概 念 を求 め るた めの ア プ ローチ には二 つの ものが あ る。 ひ とつ はr引 当金 』 を分類 す る
こ とによ ってr引 当金 』の概念 を探 ろ うとす るものであ り,他 の ひ とつはr引 当金』 を統 一 して理解
しようとするものである。.
昭和24年,昭和29,昭和38年の企業会計原則はr引 当金』について,評 価性引当金 と負債性引当金
とに区分 し,そ れぞれのr引 当金』の表示方法について規定 していた。また,昭 和49年の企業会計原
則はr負 債性引当金』だけを概念規定 していた。こ うした企業会計原則の規定の仕方 を反映 して,多
数の人々はG引 当金』 を評価性の もの と負債性の もの とに分類 し,それぞれのr引 当金』が どの よう
に異 な るか につい て論 じて きた。
r引当金』と言われているものを評価性 引当金 と負債性引当金 とに分類 し,両者の本質的 ちがいを
明 らか に しr引 当金 』 に該 当 しない もの を この範躊 か ら除 こ うとす る行 き方 はReserveと呼ばれ て
いる項 目を分類 し,各 グループごとにその表示方法や本質のちがいを問お うとする英米 にみられるア
プ ローチ に基礎 を置 くもので ある。た とえ ば,AICPAの 会計公 報は,英 米 にお いて混 乱 し て い た
'R
eserveをい くつ かめ グル ー プに分 けたあ とでReserveとい う語 の用 法 を限定 し,資 産 の控除 あ る
いは特定 の債務 に対 す る もの には使用す べ きではな い と 勧 告 し て い る(11)。す なわ ち,AICPAが
Reserveを分 類 したの はReserveと言 われ てい る ものの うちには種 々雑 多な ものが混 在 しているの
で,Reserveに該 当 し な い も の をReserveの うち か ら排 除 し よ う と した の で あ る。
『引当金』を評価性引当金 と負債性引当金 とに分類 し,両者の本質がいかに異なるか,あ るいは,
前者をr引 当金』の うちか ら排除しようとした主張は昭和57年に企業会計原則が修正 されて,r(両者
は)そ の会計的性格は同一 と考えられ る』 との解釈指針が出るまで多数の人々によって試みられた主
張である。 両者が本質的にいか に異なるかについて,次 の ような主張が見 られた。「企 業会計原則上
同じく引当金 として広 く認められている評価性引当金 と負債性引当金についても,実 は,そ こに何等
かの本質 的差異 がみ とめ られ るの ではなか ろ うか ……。… …わが国 『企 業会計原則 』 におい て……両
者の貸借対照表への表示形式についても,自 ら,そ こに区別が認 められているところが ら見ても評価
性 引当金 と負債性 引 当金 との問 には,重 要 な 差 異 が 認 め られ る とい える……q2)」両者 の ちが いは,
「負債性引当金は,そ れぞれの特定の 日的に対する将来支出に備 えての引当準備である……㈹ 」のに
対 して評価性引当金は 「それが将来の特定支出に備 えての引当準備ではな く,……将来 に特定支出が
行 なわれ る もので もな く,そ の支 出が 行 なわれ るこ とによって 引当金が 消滅す るわ けで もな い(3!)。」
すなわち,r引当金』をQ将 来の支出』の有無によって評価性引当金 と負債性引当金 とに区別 し た の
である。そ して,r引当=金』を上の二つに区別する主張は 「もし両方 を含 めるとしたら引当金の 定 義
は非 常 に抽 象的 にな ら ざる をえない(15)」としてr将 来 の支 出』 とい う点 か らは説明 しえない こ とを理
由に評価性引当金 をr引 当金』の範曙から除 こうと考えたのである。
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しかし,昭和57年企業会計原則か らも明らかなように,r将来の支出』の有無はr引 当金』の本 質
の決定する要素ではない。仮に,評価性引当金と負債性引当金 とのちがいが 『将来の支出』の有無に
あるのだしても,それを理由に評価性引当金がr引 当金』ではない との判断は下せないはずである。
多 くの人 々は負債性引当金だけがr引 当金』であるとい う'思いこみがあって本質 とは無関係のr将 来
の支 出』 の無 い ことを理 由 に評価性引 当金 をr引 当金Eか ら除 こ うと したの で あ る。r引当金』 を評
価性引当金 と負債性引当金とに分類 し,前者をr引 当金』か ら除こうという多数説は 「もし両方を含
めるとしたら引当金の定義は非常に抽象的にならざるをえない㈹ 」 として,r引当金』の本質を統一
的 に理解す る ことを放 棄 して しまったの である。
r引当金』を評価性引当:金と負債性引当金とに分類 した分類論全盛の時代に,両者はそのちがいを
論ず る ものではな く統 一 して理解すべ きであ る との統 一論 が見 られなか ったわ け で は な い。 もちぢ
ん,こ の よ り前 にも統 一・論は見 られたが,分 類論全盛 の昭和38年に佐藤 季一先生 はr引 当金の一般 的
性 格 について』(企業会計第15巻10号)とい う論文 において次の よ うにのべ られ ている。「……引 当金
は,期 間損益計算における発生主義の適用に基づ く不確定費用の計上 を,将来における修正確定計算
を可能 にする こ とに よづて合理 的な らしめる点 にお いて共通 の属性 を有す るもの であ り,こ の よ うな
事実こそ,引 当金を特徴づける基本的特質と考えることができるのである。引当金の一般的性格 をこ
の よ うに理解 す る場合には,通 説の示 す ごと く,引 当金 を評価性 のそれ を,負 債性 のそれ と に 区 別
し,貸 借対照表 への異な った表示方 法 をとりあげる こ との論拠は,き わめて稀薄 であ る といわ なけれ
ばな らないω 。」 こうい う見方は分類 論金盛 の時代には受 け入れ られ なか ったが,あ る時突然 に 目の
貝を見る ことにな った。
昭和57年に企業会計原則が修正になってr負債性引当金 と評価性引当金(例 ・貸倒引当金)は,い
ずれも将来の特定の費用又は損失の計上に係る引当金頃日であ り,その会計的性格は同一 と考えられ
る』との解釈指針が出された。こうなると,企業会計原則 に従 って分類論を展開していた先の人々は
急 に統 一論に転 向 して,こ れ までの 自説 を否定 しは じめたの である。
佐藤先生はr引 当金』を評価性引当金と負債性引当金とに分類する分類論全盛時代にr引 当金』は
分 類す る ものではな く,統 一 して理 解 し うる ものであ るとされ ていた。 こうした考 え方 に対 して,多
くの人々は昭和57年以前には見向きもしないでおいて,昭和57年に企業会計原則にr引 当金』の統一
規定 が設 け られ る よ うになる と,今 度 は一転 して統 一論に転向 してしまったので あ る。今 日,r引当
金』は統一 して理解できると説明している人々の多 くは昭和57年以前には分類論に与 し,企業会計原
則修正後に統一論 に身 をよせたのである。こうい う多 くの人々は分類論金盛時にあった統一論には見
向きもしないでおいて,企業会計原則が修正になるととたんに以前の自分 自身の説明を変更 してしま
ったのである。すなわち,分類論を展転 してきた多 くの人 々はのちに自からが否定する引当金論を展
開 してい たのであ る。
『引 当金』 を費用認識原則 のちがいに よって,(a)発生主義 に基い て設定 され る引 当金,(b)費用
収益対応の原則に基いて設定 される引当金 とに分類する論者 も多い。たとえば,次 のようにのべられ
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ている。「……引当金を評価性引当金 と負債性引当金に分 けることは,貸 借対照表示 の上からは 意 味
がある。 しかし引当金設定の根拠か ら見 ると,それは異なる分け方ができる。それは,ω 発生主義に
よるものと,(2費用収益対塩の原則によるもの とである。たとえば,減 価償却引当金や退職給与引当
金 は前者 に属 し,特 別修繕 引当金や商製 品保証引 当金 は後 者 に属 す る(18)。」 この場合,ど の よ うな と
きに発生主義が発言し,ま た,ど のようなときに費用収益対応の原則が発言するのであぢ うか。r引
当金』を発生主義によって説明してみたらうまく説朋がつ くものがあったウ㍉ うまく説明のつかない
ものが残 ったので,そ うい うもの につい ては費用 収益対応 の原則 に よって説明す る とい うの であろ う
か 。 あるいは,初 めに費用収益 対応 の原則 に よって説 明 してみ て,う ま く説 明 しえない もの について
は発生主義によって説明するのであろ うか。いずれにしても,r引当金』 を費用認識原則のちが い に
よって分類す るとい う見方 に従 うな らば,『引当金£ の うちに個 々ば らば らの ものが混在 す るこ と に
な って,Reserveの混 乱 を再 び持 ち込 むこ とにな って しま うのでは なかろ うか。『引当金 』 を費用認
識原則のちがいによって分類することはあるr引 当金』についてはこの原則 で説 明 し,他のr引 当
金』;につ いてぽ他 の原則 で説 明す る とい うことで あ り,r引当金』 の説明 をその ときその ときで 変 え
る とい うこ とであ る。 こ うい う見方 は と うていr引 当金 』 を統一・して理 解 できない見 方 であ る。
r引当金』 を費用認識原則のちがいによって分類するとい うことは,そ の論者 白身の理論がP引 当
金 』 を統一 して理 解 しえない と宣言 したの と同 じである。r引当:鋼 をひ とつの原則 でOL"一的 に 理 解
しえないゆえに費用認識原則の別 に分類するのだとすれば,そ れは単に 自分 自身の理論体系の弱 さを
示 した だけの ことであ る。 この点 につ いて,井 原理代教授 が 「引当金の種類 毎に,そ の設定 において
計上 され る認識 原則 を異 な って求 める考 え方は,わ れ われ にはな じめな い㈹ 」とのべ られ て いる よ う
に,r引 当金 』は各項 日ご とに個 々別 々の説明す るの ではな く,統 一 して理解 すべ きで あろ う。
他に もr引 当金』 を分類す る基r_はい ろい ろあ るだろ う。多 くの人 々は分類好 きで,い ろい ろな分
類方 法 を提案 してい る。 しか し,何 のた めに分類す るのであ ろ うか 。何 も分類す る こ とが悪 い とい う
つ も りは ないが,こ んな分類 もあ る,あ んな分類 もある,と 種 々の分類 を示 してみ た ところで無意味
であ る。 む しろ,少 数説 にみ られ るよ うに,統 一して理解 し うる道 を探 るこ とこそr引 当金 』の概念
を明 らか にす る上 で必要 なこ とで あろ う。
皿 広義説と狭義説
醒
昭和37年改正の商法におい 『引当金』ははじめて明文をもって規定 された。その規定は次のように
な って い た。
第287条ノ2特 定 ノ支出又ハ損失二値フル為二引当金 ヲ貸借対照表 ノ負債ノ部二計上 スル トキ
ハ,共 ノ目的 ヲ貸 借対 照表 二於 テ明 ラカニスル コ トヲ要 ス
前項ノ引当金 ヲ目的外 二使用スル トキハ,其 ノ理 由ヲ損益計算書二記載スルコ トヲ要ス
,
この規 定の解釈 に当 って,広 義説 と狭 義説 とが存 在 した。広義説 は,評 価性引 当金 を別'として,こ の
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条文の意味するr引 当金』は会計上 い うr引当金』 よりも広いとする説であ り,狭義説はr商 法上の
引当金』はr会 計上 の引当金』よりも広 くない とす る説 であった。ここで興味深いのは,広 義説がこ
の改正商法の起草当局者によって唱えられたことであ り,狭義説が主 として商法学者によって唱えら
れていたことである。そして,法 律解釈の専門家ではない会計学者が解釈論を展開 して,多数が広義
説に加担 し,少数が狭義説 に加わったことである。
昭和37年商法のP引 当金』規定について多 くの会計学者が支持 した広義説は次のような も'ので あ
る。商 法第287条ノ2の 『特定 ノ支 出又ハ損失 二値 フル為 二引 当金 ヲ……』 とい う表現 につい て,「…
…それは企業会計原則 においてG特定 の支幽』に備えての引当金が認められてきた従来の考え方 との
対比において,そ こに新規にr特 定の損失』に備えての引当金 もまた,商 法上引当金 として適法に認
め られ るものに な った… …(2。)」との べ,「商 法 におけ る引 当金 に,特 定 の支 出 に備 え るた めの引当金
のみならず,特 定の損失に備えるための引当金 をもみ とめるのであるか ら,会計上の負債性引当金よ
りも広 い範 囲の引 当金 をふ くんでい る……(21)」と説 明 され てい る。
これに対して,会 計学者による狭義説は次のように説明 している。「商法第287条ノ2の条文 を文字
通 り解釈するときには,将 来に予想 される損失に備えるために引当金を設けることができるように解
される。……しか しながら,期 間損益計算 を目的 とする企業会計の見地か らすれば,こ の種の引当金
は,そ の名称は引当金であ っても,実質的 には損失填補のための積立金である。これが名実共に負債
性引当金であるためには,明 らかに当期の収益に負担されるべき費用 として認識 されるものでなけれ
ばならない。その発生が将来に予想 される費用である場合には,少 な くともその発生原因が当期に存
在す'ることが認識 されるものでなければならない。……広 く将来の予想損失に備える準備金 を引当金
の区分 に記載するもの とすれば,そ れは期間損益計算の範囲を逸脱し,貸借対照表の表示する損益の
内容 が,ま った く作 成 者の恣意 に よって定 ま るこ とにな るであろ う。 しか しなが ら,商 法の意 図す る
ところはこのような期間損益の恣意的な算定ではない筈 である。少 なくとも貸借対照表の負債の部に
記載 される引当金は,企 業計算上の負債性 引当金に限定す るのが,商 法の立法趣 旨に適合するものと
考 え られ る(22)。」
広義説 と狭義説 とで,ど ちらの解釈が正しいかは別 として,解 釈にかけては専門家である商法学者
の見解 を見 てみよう。た とえば,久 保欣哉教授は次の ようにのべ られている。「(解釈は)株 式会社会
計法の構造中で引当金,就 中負債性引当金のはたす機能に着 目し,こ の点か ら考 うべきこ と に 属 す
る。 また計算書類の公示性の観点をも合わせて考慮すべ きである。株式会社会計法の現状で期間損益
計算 を保証する方向に展開し,立法論は もとより解釈論 としても'可能な限 り損益法 を:貫くのが正当で
あ るか ら,… …引 当金 を もこの観点 よ り考 察すれ ば足 り,ま た考察すべ き もの と信 ず る。 しか らば引
当金がその評価性たると負債性 たるとを問わず費用の見積 リ計上ないし見越計上による期間損益計算
の保証の役割 を担 うものであるから,本 条の引当金 もまた少 くとも右の機能 を備えるとともに,か か
る機能 を有 するものに限定 されるのが正当である(27)o」昭和37年の商法改正の主要な点は引当金規定
鳳
の新設のほかに,資 産評価における原価主義の全面的採用 と繰延資産枠の拡大があげられるが,改 正
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は 「……従来の不十分にしてかつ古い肘産法的思考にのっとった規定の構造を改 めて,近 時の公正妥
当な会計慣行に適合するよう修正補充 し,商法 と財務諸表規則 との乖離を解消せしめ,損益法にのっ
とった期 間損益計算 に途 を開 くこ と……(24)」とい う趣 旨の も とで行 なわれ た。それゆ え,商 法の引 当
金規定は損益計算思考に基づいて解釈すべきであって,狭 義説が支持 されるべきであるとい うのであ
る。
商法学者がほぼ一致して支持 し,会計学者の少数派が支持 した狭義説は経済界ではあまり歓迎され
なか った 。仮 に,広 義説 が力 を得 るな らば,経 済界 はいろいろ な名 目でい わゆるr特 定引 当....Gを合
法的に設定することができることにな り,故意に利益 を圧縮する経理操作が可能になるわけで,経 済
界 としては広義説に声援 を送 りた くなろうとい うものであろう。起草当局者による広義説は数の うえ
では僅かな人々であるけれ ども,会 計学者の多 くが広義説を支持 したことは経済界に とってこの上 も
「
ない援 軍 とな った こ とで あろ う。経 団連 は経理 懇談会 において,昭 和39年3月16日付でr経 理 方針 』
を発表 し,広 義 説 を採 った。 その理 由 を居林 次雄氏 は次 の よ うにのべ られ てい る。「商法第287条ノ2
ゐ引当金の解釈 も広狭二義あ り実務的に判断に迷 うところである。経団連の方針 として,特 定の支出
又は損失の発生に蓋然性があ り,その目的が明らかで計画性があれば,広 く計上できると解釈 した…
…。会計学上からみれば,当期の費用 を課すことが妥当でなければならないが,実 務上 この要件まで
商法 が要求 しては いない と解釈 してい る㈲ 。」 すなわ ち,経 団連 としては,表 向 きは,広 狭二通 りの
説が あ るので,判 断 に迷 った末 に広義 説 を選 んだ とい うのであ る。 しか し,.このばあい,あ えて狭義
説 を選 ん ではいな いので ある。広義 説の擁i護は,種 々の名 目のいわ ゆる 『特定 引 当金 』 を設 けるこ と
が可能になる点で,経 済界を大いに勇気づけたと考えられ よう。
広義説によるならば,種 々の名 目のr特 定引当金』が設定可能 になり,故意に利益を圧縮すること
にも可能 になるが,こ れはまさに逆粉飾行為 である。逆粉飾 とい う行為は公正なる会計慣行に反する
ことはもちろんのこと,秘 密準備金の積立 を禁止 した商法においても認められない行為である。それ
にもかかわらず,経 済界は広義説 を利用 して種々のr特 定引当金』の設定 とい う既成事実 を作 り上げ
てしまったのである。そして,広 義説を利用 した経済界の 『特定引当金』設定 とい う既成事実 を受け
て,企 業会計 原則 は昭和49年の修 正におい て注解 ・注14の新 設 と注18の修正 を行 な って いる。注19は
r負債性引当金以外の引当金 を計上することが法令によって認められているときは,… …負債性引当
金以外 の引当金の残高については,貸 借対照表の負債の部に特定引当金の部を設 けて記載する」と規
定 して いた。・また,注18も 『……負債性 引 当金 として計上 し,特 定 引当金 と区捌 しな けれ ばな らな
い』とあった。すなわち,会 計は広義説を受け入れて,企業会計原則 を修正 し,そこに負債性 引当金
以外 の引 当金,つ ま り,r会計 上 の引当金以外 の引 当金 』を導入 して しま ったの である。r会計上 の引
当金以外 の引当金』が導入などというものはまさに公正なる会計慣行に反する何 ものでもないであろ
う 。
多数の会計学者が広義説 を擁護 し,それに勇気づけられた経済界にr特定引当金』設定の口実を与
え,企 業会計原則の中に 『会計上の引当金以外の引当金』.取り入れ させ,多 数の会計学者は公正なる
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会計1貫行を混乱 させ てしまったのである。Q特定引当金』 とい うものが 公正 なる会計慣行 とい う面か
ら決して受け入れられないものであることを承知 していながら広義説に手を貸 し,経 済 界 を勇気 づ
け,企業会計原則 を修正してr特定引当金』とい うものを認知し,い たずなに公正なるr引 当金』の
会計潰行 を混乱 させてしまった責任が広義説を展開した多数の会計学者に残 ったとい うことを忘れて
はな らないで あろ う。
IV企 業会計原則依存派 と独立派
企業会計原則は昭和24年に設定されて以来,何 度か修正 されてきたがr引 当金』については,昭 和
38年までの ものは もっぱ ら表示 について規定 す るのみで あ った 。『引 当金』 とは何か とい う定 義 が 示
され るよ うになったのは昭和49年以降 である。
昭和49年の企業会 計原,firはr負債性 引当金』 につい てだけその規定 を行 な っていた 。そのた め,企
業会計原則に依存する人々は,r引当金5を 統一的に論ずることなく,主 としてr負債性 引 当金』 と
は何か とい うこ とについて論 じていた。そ して,企 業会計原貝{Jの文言 を分解 して,r負 債性 引 当 金 』
とは次 の設定要件 を満たす ものである(2の,と説 明 していた。
く1'将来 において特定 の費用(ま たは収益の控除)た る支出 が確実 に起 る と予測 され る こ と。
② 当該支出の原因 となる事実が当期においてすでに存在 していること。
{3)当該支 出の金 額 を合理的 に見積 るこ とが できるこ と。
これ に対 して,昭 和57年に企業会計原則 が修正 され て,『引当金』につい て'の規定 がみ られ る よ う
になる と,企 業会 計原則 に依存す る人 々は,そ の規定文 を利用 して,nd引当金』 とは次 の要 件 を 満 た
す もの で あ る と説 明 す る(27:。
L1)将来 の特定の費用 又 は損失 である こと。
(2}その発生が 当期以前 の事象 に起 因す るものであ るこ と。
13)その発生の可能性 が高 い こと。
(4'その金額 を合 理的 に見積 ることが で きる こと。
企業会計原則 に依存する人 々は,企業会計原則の修正前と後 とでは異なった設定要件を示 し て い
る。そ して,こ の人 々は修正後 はr引 当金 』の概 念は拡大 し,(イ)損失 に対 す るもの,㈲ 発 生の可能性
の高 い もの,等 をも含 むよ うにな った と説 明 している。 また,こ の人 々は修正前 には 『負 債 引 当 金
は,偶 発損失 につい てこれ を計 とす ることはできない』 との注18の文言 をそ のまま借 りて説 明 してい
たが(28),修正後はやは り新 らしい注18の文 言 を借 りて 『発生 の可能性 の低い偶発事象 に係 る費用 又 は
損失については,引 当金を計上することはできない』が,発 生の可能性の高い偶発費用または損失に
ついてはr引 当金』 を計上す ることがで きるよ うにな った と説明 してい る(29)。企業会計原則 に依 存す
る人 々は,企 業会言{・原則が 修 正 にな ると,こ れ までの 自説 を 転換 して,r引 当金』概念 を変更 して し
ま うばか りでな く,修正前まではr引 当金』を計上することはできないとしていた偶発損失(費 用)
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について,修 正後 はr引 当金 』 を計上 で きる とい うま った く正 反 対 の 説 明 を行 な うので ある。 しか
し,会 計理論 とい うものは企業会計原則が修正 になるとそれに合 わせて修正 した り,前の 自説 を全面
否定 しうるものなのであろ うか。特 に,偶発損失(費 用)の ように,修 正前に引当金を計上しえない
と説明していたのであれば,た とえ企業会計原則が修正になろ うとも,r修正後の今Hか らは 引 当 金
を計上できることになった』な どと説明するわけにはゆかないと思 うのだが,企 業会計原則に依存し
て会計理論を構築する人 々は昨 日までの自分 自身の会計理論を企業会計療則 の修正に合わせて全面否
定 して しま ってい るの であ る。 しか も,こ の人 々の多 くは,修 正前 まで 『引 当金』 を設定 しえない と
してきた偶発損失(費 用)が 修正後はなぜ引当金を計上しうるようになったのかについて充分な説明
を行なっていないのである。企業会計原則に依存する人々は,企 業会計原則 が修正になると,その文
言にあわせて自説 を転換 し,修正後は 「引当金の概念は拡大 した」 とかr今 回からは偶発損失(費用)
につい て も引当金 を計上 し うる よ うにな った』 とい うだけであ る。
また,IIで見たように,修 正前の注16はr引当金には評価勘定に属するもの と負債的性質をもつも
のとの区別がある……』 としていたが,修 主役の解釈指針はr負 債性引当金 と評価性引当金(例,貸
倒引当金)は,… …その会計的性格は同一 と考え られ る。このため,企 業会計原則上,両 者を引当金
として一本化す る……』 と規 定 している。 これ らの ことか ら,企 業会 計原則 に依 存す る人 々は,今 回
.の 修正 に よってr引 当金 』は種類 わ けを重視 しな くな った とかが統一 して理 解 で きる よ うにな った と
説明 してい る(307。しか し,そ の人 々は,修 正前 グ)企業会 計源 則 の時代 には,r引 当金 』は評価性 引 当
金 と負債性引当金 とに分類 し,評価性引当金 についてはr引 当金』でないかのように無視 し,も っぱ
ら負債性引当金の設定要件のみ を示 していた。 しか も,「……もし両方を含めるとしたら引当 金 の定
義 は非常 に抽 象的 にな ら ざるを えない(3D」として,評 価性 引当金 をr引 当金 』 の うちか ら排 除 し よう
とさえしたのである。企業会計原則に依存する人 々は企業会計原則が修正 になるといとも簡単に自説
を転換 した り否定 してしまうのである。会計理論とい うものが企業会計原則の修正にあわせていとも
簡単に転換 できた り否定できた りすることには驚 くばか りである。
企業会計原則が修正になると,修正前の企業会計原則は不備なものであったが,今 回は整備 された
ものにな ったのだか ら,そ れ に合 わせ て説 明が変 って もよい との反 論を受 けるか も し れ な い 。確か
に,企業会計原則は修正のたびに全体 として整備 されてきてはいる。 しかし,修 正前のものが不備で
あったのであれば,多 くの人々はなぜ修正 になるまでだれもその不備に気づかなか ったの で あ ろ う
か。しかも,不備であった と言 う企業会計原則 の文言に合わせて不備な説明を行 なってきたのであろ
うか。仮 に,修 正前の ものが不 備 であった とい うのであれ ば,修 正 にな る前 に,そ の不 備 な点 を指摘
し,整備 された説 明をす るくらいの時間的余裕は充分にあったはずである。企業会計原則が修正にな
ると,あ とになつか ら修正前のものは不備 だったが今回のものは整備されたとい う人々は修正前には
その不備な点について何 ものべていないのである。む しろ,あ とになって自分 自身が否定する修正前
の企業会計原則に依存 しているのである。
■
企業会計原則に依存する人 々は,修正企業会計原則にr発 生の可能性が高 く』とな っていることか
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らr引 当金 』の概念 は拡大 した と説 明 している(32:。しか し,r発 生の可能性 が高 く盟 とい う設 定要件
は全 く理解 できない。企業会計原則に依存する人 々は,皆,現 在の会計が発生主義会計であることを
認 めている。この人 々は企業会計原則 ・損益計算書原則IA『 す べての費用……は,… …その発生 し
た期間に正 しく割 当てられるように処理 しなけれ ばならない……』の文言を説明する際,こ の文言は
費用 を発 生主義 に よって認識 すべ きこ とを指示 した もので ある と説 明 してい る(33)。それ に もかかわ ら
ずr引 当金忍の話になるとr発生の可能性が高い』費用を問題にしている。一方で費用は発生主義に
よって認識すると説明しておいて,r引当金』の話 になるとr発生の可能性が高い』 とい う未発 生 費
用 を問題 に してい る(34)。この こ とが よ くわか らな いのであ る。
このように言 うと,発生主義 とい うのは既発生の費用 をも認識する原則である とか,注18の引当金
が未発生費用 に対 して設定 されるのは広義の発生主義によるものであるとの説明がなされるか もしれ
ない。 しか し,未 発生費 用 を認 識す る ことは,た とえ広義 といお う と何 と言 お うと,発 生主義 に よる
費用 の認識 とい うことにはならないはずである。それは収益を認識するに当って実現主義 を採用する
ばあいを考えてみれば明らかである。すなわち,実現主義 とい うのは,既 実現収益のほかに未実現収
益 をも認識する方法であるとか,あ るいは,広 義の実現主義 とい うのは未実現収益 をも認識する方法
であると説明した とすれば,収益は分配可能性 とい うことを考慮 して実現主義が採用 されているとの
基本的説明と矛盾す るのは明らかであろ う。 さらに言 うと,費用は発生主義によって認識 し,収益は
実現主義によって認識すると説明しておいて,広義には既発生費用のほかに未発生費用が認識 され,
既実現収益のほかに未実現収益が認識 されているのだと説明するとすれば,発生主義 とか実現主義 と
かはいったい何を意味するかわからな くなってしま うであろ う。企 業 会 計 原則 に依存する人 々は,
損益計算書原則IAに ついては発生主義によって費用 を認識すべきことを規定 したものであると説明
し,注18のr引当金』の話になると,今度はその文言を利用 して,未 だ発生していない 『発生の可能
性が高い』費用に係るものであると説明するのである。これは説明者 自身の理論体系を崩す矛盾 した
説 明 であろ う。
いつの頃からか企業会計原則に依存した会計理論が多 くな りはじめた。特 に 『引当金』に 関 し て
は,昭 和49年の企業会計原則にr負 債性引当金』の規定が盛 り込まれてか らその傾向は強 くなった。
しかしr企業会計原則にr負 債性引当金』やr引 当金』の定義が見 られなか った時代の方がもっと真
剣にr引 当金』とは何かが論 じられていた。その時代のr引 当金会計論』はすべてよいものであった
とい うつ もりはないが,企 業会計原則か ら独立して自分 自身の言葉で 『引当金』を論じていた。企業
会計原則に依存 した会計理論が全盛をきわめるに至 って,真 にr引 当金』 とは何かを求める会計理論
は隅の方へおしやられてしまったのである。修正のたびに自説 を転換 した リ否定 したbす る会計理論
よりも企業会計原則から独立して自分の言葉でのべる会計理論 に再び 口のあたることを願 うばか りで
あ る 。
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あとがき
`
少数説 を唱えることは勇気のいることであろ う。多数説に与することは安心 であろう。特 に自分 自
身があま りよく理解できていない問題については多数説につ きさえずれば,他 から攻撃 され ることは
ないし,仮 に攻撃 されても多 くの仲間が守ってくれるであろ うし,仮 にその主張が誤 っていた場合に
も自分一入でその責 を負 うこともない。皆で同時 に転向すれば よいのである。一方,少 数説は常に多
くの攻撃 にさらされているわけで,少 数で多数 を相手 にまわ さなければな らず,少 数で責を負わなけ
れ'ばならない。それでも少数説 を唱えるのはそれな りの意味 を問いたいか らであろ う。そう考えてみ
る と,す べてがそ うだ とは言わ ないが,多 数 説 よ りも少数 説 に見 るべ きものが あるか もしれ ない。少
説 に 目を向 けて見 る ことも必要 な ことであろ う。
注
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